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株式会社マキヤとの資本業務提携に関するお知らせ 

 
当社は、2026年５月 26日開催の取締役会において、以下のとおり、株式会社マキヤ（本社：静岡県富士市、

代表取締役社長：早川 紀行）との間で、資本業務提携を行うことについて決議いたしましたので、お知らせい

たします。 

 

 

１．資本業務提携の理由 

 本提携は、両社がこれまで築いてきたフランチャイズ契約に基づく協力関係を、資本および業務の両面で

さらに強固なものとすることを目的としております。 

双方のノウハウ融合による即食・簡便ニーズに対応した惣菜ラインナップの拡充や、共同仕入れによるス

ケールメリットを生かした仕入れコストの削減など、両社の提携により、お客様のニーズに合った質の高い

サービスを提供するとともに、両社の企業価値向上を目指してまいります。 

 

 

２．資本業務提携の内容等 

（１）業務提携の内容 

業務提携の主な内容は下記の項目を対象とし、具体的な業務の範囲・条件等については、今後両社で協議

してまいります。 

 ・当社グループの惣菜事業「馳走菜」へのマキヤの強みであるアウトパック商品の導入、および当該店舗

の出店拡大の検討 

 ・両社の仕入れネットワークを活用した共同仕入れ 

 ・当社が注力する都市型小型店の出店を含めた、当社のフランチャイズ加盟店としてのマキヤにおける業

務スーパーの出店検討 

 

 

（２）新たに取得する相手方の株式又は持分の取得価額 

（１） 
引 き 受 け る 株 式 の 種 類 

及 び そ の 数 
普通株式：1,400,000株 

（２） 引 受 価 額 普通株式：１株につき 1,198円 

（３） 出 資 総 額 1,677百万円 

（４） 出 資 後 の 議 決 権 比 率 19.8% 

 



 

３．資本業務提携の相手先の概要 

（１） 名 称 株式会社マキヤ 

（２） 所 在 地 静岡県富士市大渕 2373番地 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 早川 紀行 

（４） 事 業 内 容 小売業の運営、不動産賃貸事業、EC事業 

（５） 資 本 金 11億 9,831万円 

（６） 設 立 年 月 日 1895年６月 

（７） 大株主及び持株比率 

株式会社マキリ 43.4% 

マキヤ取引先持株会 7.5% 

公益社団法人マキヤ奨学金 7.0% 

株式会社静岡銀行 5.0% 

スルガ銀行株式会社 4.9% 

矢部伸泰 1.3% 

株式会社ＳＢＩ証券 1.3% 

明治安田生命保険相互会社 1.1% 

今年明 1.1% 

万葉俱楽部株式会社 1.0% 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 記載すべき事項はございません。 

人 的 関 係 記載すべき事項はございません。 

取 引 関 係 
当社は株式会社マキヤとフランチャイズ契約を締結し

ております。 

関連当事者へ

の該当状況 
記載すべき事項はございません。 

（９） 当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態 

決算期 2024年３月期 2025年３月期 2026年３月期 

 連 結 純 資 産 19,369百万円 20,795百万円 22,401百万円 

 連 結 総 資 産 38,093百万円 39,827百万円 40,843百万円 

 １株当たり連結純資産 1,940.23円 2,080.90円 2,239.04円 

 連 結 売 上 高 76,711百万円 88,820百万円 93,044百万円 

 連 結 営 業 利 益 2,227百万円 2,266百万円 2,133百万円 

 連 結 経 常 利 益 2,396百万円 2,366百万円 2,374百万円 

 
親会社株主に帰属する 

当 期 純 利 益 
1,454百万円 1,497百万円 1,470百万円 

 １株当たり連結当期純利益 145.66円 149.86円 147.05円 

 １ 株 当 た り 配 当 金 20.00円 25.00円 30.00円 

 

４．日 程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 2026年５月 26日 

（２） 契 約 締 結 日 2026年５月 26日 

（３） 株 式 取 得 実 行 日 2026年７月 15日（予定） 

 

５．今後の見通し 

 本件による当社連結業績への影響は軽微であると見込んでおりますが、本提携の推進により、両社の事業

基盤が強化され、中長期的な収益拡大に貢献するものと考えております。 

 

以 上 


